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（貸借対照表） 

 

貸　借　対　照　表
 (2021年 3月31日現在)

（単位：千円）

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

（資産の部） （負債の部）

流動資産 49,634,844 流動負債 13,109,013

現金・預金 40,822,894 預り金 47,039

前払費用 718,688 未払収益分配金 5,643

未収委託者報酬 5,412,597 未払手数料 1,911,775

未収運用受託報酬 2,425,363 未払運用委託報酬 1,871,193

未収投資助言報酬 216,401 未払投資助言報酬 1,147,828

その他 38,899 その他未払金 4,839,326

未払費用 132,085

固定資産 40,810,238 未払法人税等 1,042,946

有形固定資産 257,681 未払消費税等 904,947

建物附属設備 130,411 賞与引当金 1,123,336

車両 1,454 その他 82,891

器具備品 125,816

固定負債 2,183,421

無形固定資産 1,592,774 退職給付引当金 2,155,971

ソフトウェア 1,225,315 役員退職慰労引当金 27,450

ソフトウェア仮勘定 359,445

その他 8,013 負債合計 15,292,435

投資その他の資産 38,959,781 （純資産の部）

投資有価証券 37,058,043 Ⅰ　株主資本 74,007,197

関係会社株式 66,222 10,000,000

長期前払費用 237,055

差入保証金 382,751 8,281,840

繰延税金資産 1,200,554 資本準備金 8,281,840

その他 15,154

利益剰余金 55,725,357

(1) 利益準備金 139,807

(2) その他利益剰余金 55,585,550

配当準備積立金 120,000

0 研究開発積立金 70,000

別途積立金 350,000

繰越利益剰余金 55,045,550

Ⅱ　評価・換算差額等 1,145,450

その他有価証券評価差額金 1,242,655

繰延ヘッジ損益 △ 97,204

純資産合計 75,152,647

資産合計 90,445,083 負債・純資産合計 90,445,083

資本金

資本剰余金



- 2 - 

（損益計算書） 

 

損  益  計  算  書
自2020年 4月 1日
至2021年 3月31日

(単位：千円)

科　　目 金　　額

営業収益 46,347,320

委託者報酬 26,838,624

運用受託報酬 18,630,497

投資助言報酬 878,199

営業費用及び一般管理費 29,274,600

支払手数料 10,412,572

その他営業経費 9,287,572

一般管理費 9,574,455

営業利益 17,072,720

営業外収益 134,653

受取利息 289

有価証券利息 4,705

受取配当金 74,260

金融派生商品収益 40,753

その他営業外収益 14,644

営業外費用 64,485

為替差損 32,651

金融派生商品費用 24,611

控除対象外消費税 3,018

その他営業外費用 4,203

経常利益 17,142,888

特別利益 24,280

投資有価証券売却益 3,376

投資有価証券償還益 20,904

特別損失 167,924

投資有価証券売却損 49,202

投資有価証券償還損 105,236

固定資産除却損 870

事故損失賠償金 12,614

税引前当期純利益 16,999,244

法人税、住民税及び事業税 5,395,622

法人税等調整額 △ 196,661 5,198,960

当期純利益 11,800,283
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（株主資本等変動計算書） 
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１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

【重要な会計方針】 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

①満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法）によっております。 

②その他有価証券 

時価のあるもの 

…決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定）によっております。 

時価のないもの 

…移動平均法に基づく原価法によっております。 

③関係会社株式 

移動平均法に基づく原価法によっております。 

 

（２）デリバティブ取引等の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は時価法によっております。 

 

（３）固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

定率法（ただし、2016 年 4 月 1 日以後に取得した建物附属設備については定額法）によ

っております。なお、主な耐用年数は、建物附属設備 3～18年、車両 6年、器具備品 2～

20 年であります。 

②無形固定資産 

定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可

能期間（5年）に基づく定額法によっております。 

 

（４）引当金の計上基準 

①賞与引当金 

従業員への賞与の支給に充てるため、当期末在籍者に対する支給見込額のうち当期負担

額を計上しております。 

②退職給付引当金 

従業員への退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額に基づき計上

しております。 

年俸制適用者の退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当該事業年度末までの

期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における年俸制適用者の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（5年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から

費用処理しております。 

年俸制非適用者は、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己

都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。なお、受入

出向者については、退職給付負担金を出向元に支払っているため、退職給付引当金は計上

しておりません。 

③役員退職慰労引当金 

役員への退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しておりま

す。 

 

（５）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

    外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として
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処理しております。 

 

（６）ヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下の通りであります。 

  ヘッジ手段・・・為替予約、株価指数先物 

  ヘッジ対象・・・自己資金を投資している投資有価証券 

③ヘッジ方針 

ヘッジ指定については、ヘッジ取引日、ヘッジ対象とリスクの種類、ヘッジ手段、ヘッジ

割合、ヘッジを意図する期間を、原則として個々取引毎に行います。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジの有効性の判定については、リスク管理方針に基づき、主にヘッジ対象とヘッジ手

段の時価変動を比較する比率分析によっております。 

 

（７）消費税及び地方消費税の会計処理 

税抜方式によっております。 

 

（８）連結納税 

日本生命保険相互会社を連結納税親会社とする連結納税制度を適用しており、当制度を前

提とした会計処理を行っております。 

「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」

（2020 年 3 月 31 日 企業会計基準委員会 実務対応報告第 39 号）に基づき、繰延税金資

産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいて計上しております。 

 

２．未適用の会計基準等に関する注記 
・「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2020 年 3月 31 日） 

・「収益認識に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第 30 号 2021 年 3 月 26 日） 

 

（１）概要 

本会計基準により、顧客と約束する財又はサービスを提供する履行義務の実質的な実施主

体についての評価を行ったうえで、約束した財又はサービスが顧客に移転された時点で、

当該財又はサービスと交換に権利を得ると見込む対価を反映した金額で、収益を認識する

ことが求められます。 

 

（２）適用予定日 

2021 年 4月 1日以後開始する事業年度の期首から適用予定であります。 

 

（３）当該会計基準等の適用による影響 

計算書類に与える影響はありません。 

 

・「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第 30 号 2019 年 7 月 4 日 企業会計基準委員

会） 

・「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第 10号 2019 年 7月 4日 企業会計基準委員会） 

・「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 31 号 2019 年 7 月 4 日 

企業会計基準委員会） 

・「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第 19 号 2020 年 3 月 31

日 企業会計基準委員会） 
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（１） 概要 

国際会計基準審議会(IASB)及び米国財務会計基準審議会(FASB)が、公正価値測定につい

てはほぼ同じ内容の詳細なガイダンス(国際財務報告基準(IFRS)においてはIFRS第13号

「公正価値測定」、米国会計基準においては Accounting Standards Codification の

Topic820「公正価値測定」)を定めている状況を踏まえ、企業会計基準委員会において、

主に金融商品の時価に関するガイダンス及び開示に関して、日本基準を国際的な会計基

準との整合性を図る取組みが行われ、「時価の算定に関する会計基準」等が公表されたも

のです。 

企業会計基準委員会の時価の算定に関する会計基準の開発にあたっての基本的な方針と

して、統一的な算定方法を用いることにより、国内外の企業間における財務諸表の比較

可能性を向上させる観点から、IFRS 第 13 号の定めを基本的にすべて取り入れることと

され、また、これまでわが国で行われてきた実務等に配慮し、財務諸表間の比較可能性

を大きく損なわせない範囲で、個別項目に対するその他の取扱いを定めることとされて

おります。 

 

（２）適用年月日 

2021 年 4月 1日以後開始する事業年度の期首から適用予定であります。 

  

（３）当該会計基準等の適用による影響 

計算書類に与える影響はありません。 

 

３．貸借対照表に関する注記 

（１）資産に係る減価償却累計額 

有形固定資産の減価償却累計額    771,352 千円 

 

 （２）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

    短期金銭債権           1,000,021 千円 

    長期金銭債権            426,237 千円 

    短期金銭債務           4,960,571 千円 

     

４．損益計算書に関する注記 

 （１）関係会社との取引高 

    営業収益              3,691,126 千円 

    営業費用及び一般管理費      2,409,871 千円 

    営業外収益              19,572 千円 

  

５．株主資本等変動計算書に関する注記 

 （１）当事業年度末における発行済株式の種類及び総数 

    普通株式                108,448 株 

  

（２）配当に関する事項 

   ①配当金支払額 

    2020 年 6月 29 日の定時株主総会において、次のとおり決議しております。 

株式の種類              普通株式 

配当金の総額          5,500,048千円 

配当の原資             利益剰余金 

１株当たり配当額            50,716円 

基準日             2020年3月31日 

効力発生日           2020年6月29日 

   ②基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 
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2021年6月30日開催の定時株主総会の議案として、次のとおり提案する予定でありま

す。 

株式の種類              普通株式 

配当金の総額          9,440,289千円 

配当の原資             利益剰余金 

１株当たり配当額           87,049円 

基準日             2021年3月31日 

効力発生日           2021年6月30日 

 

６．税効果会計に関する注記 

（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 

賞与引当金    343,965 千円 

未払事業税     216,469 千円 

退職給付引当金   660,158 千円 

税務上の繰延資産償却超過額   2,848 千円 

役員退職慰労引当金    8,405 千円 

投資有価証券評価差額   156,971 千円 

その他     96,541 千円 

小計            1,485,360 千円 

評価性引当額              △10 千円 

繰延税金資産合計  1,485,350 千円 

繰延税金負債 

特別分配金否認     4,093 千円 

投資有価証券評価差額  280,701 千円 

繰延税金負債合計            284,795 千円 

繰延税金資産の純額  1,200,554 千円 

 

７．金融商品に関する注記 

（１）金融商品の状況に関する事項 
当社は、自己勘定の資金運用にあたっては、資金運用規則に沿って、慎重な資金管理、資本

金の保全、投機の回避に十分に留意しております。また、資金の管理にあたっては、投資信託

委託会社としての業務により当社が受け入れる投資信託財産に属する金銭等との混同を来た

さないよう、分離して行っております。 

投資有価証券は主として地方債と自社設定投資信託であります。これらは金利の変動リス

ク及び市場価格の変動リスクに晒されております。自己資金運用に係るリスク管理等につい

ては、資金運用規則のほか資金運用リスク管理規程に従い、適切なリスク管理を図っておりま

す。 

上記の自社設定投資信託の一部につきましてはデリバティブを用いてヘッジを行っており

ます。デリバティブを用いたヘッジ取引につきましては、外貨建て資産の為替変動リスクを回

避する目的で為替予約を使ってヘッジ会計を適用しております。ヘッジ会計の適用にあたっ

ては、資金運用規則のほか資金運用リスク管理規程等に基づき、ヘッジ対象のリスクの種類及

び選択したヘッジ手段を明確にし、また事前の有効性の確認、事後の有効性の検証を行う等、

社内体制を整備して運用しております。ヘッジの有効性判定については資金運用リスク管理

規程に基づき、主にヘッジ対象とヘッジ手段の時価変動を比較する比率分析によっておりま

す。 

 

（２）金融商品の時価等に関する事項 
2021 年 3月 31 日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につ

いては、次のとおりであります。 

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、含まれておりません。 



- 8 - 

(注２参照） 

                    （単位：千円） 

 貸借対照表 
計上額 時価 差額 

① 現金・預金 40,822,894 40,822,894 － 

② 投資有価証券    

満期保有目的の債券 15,018,123 15,023,675 5,551 

その他有価証券 22,039,919 22,039,919 － 

③ その他未払金 4,839,326 4,839,326 － 

④ デリバティブ取引（※）    

ヘッジ会計が適用されて

いるもの 
△65,238 △65,238 - 

（※）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、

合計で正味の債務となる項目については△で示しております。 

 

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

①現金・預金 

預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。 

 

②投資有価証券 

決算日の市場価格等によっております。 

 

③その他未払金 

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。 

 

④デリバティブ 

ヘッジ会計が適用されているもの 

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引について、ヘッジ会計の方法ごとの決算日に

おける契約額又は契約において定められた元本相当額等は、次のとおりであります。 

 

（単位：千円） 

ヘッジ会

計の方法 

デリバティブ 

取引の種類等 

主なヘッジ

対象 

契約額等 
時価  

うち 1年超 

原則的 

処理方法 

為替予約取引 

米ドル売建 

投資 

有価証券 
1,239,952 - △65,238 

合計 1,239,952 - △65,238 

（注）時価の算定方法 先物為替相場に基づき算定しております。 

 

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

区分 貸借対照表計上額（千円） 

関係会社株式  66,222 

関係会社株式は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もること等ができ

ず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、記載しておりません。 
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８．関連当事者との取引に関する注記 

親会社及び法人主要株主等 

属性 会社等 
の名称 

議決権等
の所有 
(被所有) 
割合 

関連当事者 
との関係 

取引の 
内容 

取引金額 
（千円） 科目 

期末 
残高 
(千円) 

親会社 日本生命保険 
相互会社 

(被所有) 
直接

100.0％ 

投資一任契
約等の締結 

運用受託報
酬の受取 3,562,864 未収運用 

受託報酬 988,094 

投資助言契
約の締結 

投資助言報
酬の受取 128,262 未収投資 

助言報酬 11,387 

連結納税 連結納税に
伴う支払 4,351,846 その他 

未払金 4,351,846 

 
（注１）上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税

等が含まれております。 

（注２）取引条件及び取引条件の決定方針等 

取引条件は第三者との取引価格を参考に、協議の上決定しております。 

 

   

９．１株当たり情報に関する注記 
１株当たり純資産額 692,983 円 25 銭 

１株当たり当期純利益 108,810 円 52 銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。 

 

10．その他の注記 
記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。 

 


